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 基本理念 

 ■保険者の信頼と満足をいただけることを第一と考える。 

 ■保険者の期待に応える、質と価値の高いサービスを提供する。 

 

行動基準 

 ◆私達は、常に工夫と改善を行い、品質とコストを追求したサービスの提供に努め

ます。 

 ◆私達は、仕事のプロとして、強い自覚と責任感をもって業務遂行し、日々、知識

と能力の向上に努めます。 

◆私達は、法令を遵守し、高い倫理基準をもって行動します。 

 

第１ 計画の趣旨 

   国民健康保険は制度創設以来、国民皆保険の中核として地域医療の確保や地

域住民の健康の維持増進に大きく貢献してきたが、急速な高齢化の進展や医療

の高度化等に伴う医療費の増大に加え、低所得層の加入者が多いことによる構

造的な問題から、その財政運営は非常に厳しい状況にある。 

   そのため、平成３０年度から都道府県が国民健康保険の財政運営の責任主体

となり、安定的な財政運営や効率的な事業の確保などに中心的な役割を担う新

たな国民健康保険制度が施行された。 

   また、国民健康保険中央会（以下「国保中央会」という。）においては、平成

３０年９月に「国保連合会・国保中央会のめざす方向２０１８」を取りまとめ、

保険者支援業務の強化や、ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した審査支払業務の効

率化・高度化に取り組むこととしている。 

   さらに、令和元年５月公布の「医療保険制度の適正かつ効率的な運営を図るた

めの健康保険法等の一部を改正する法律」により、「オンライン資格確認の導入」、

「高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施」及び「審査支払機関の機能の強

化」等が順次施行されることとなる。 

   このように、国民健康保険制度をはじめとして本会を取り巻く環境は大きく

変化しており、新たな環境に対応した強靭な基盤（組織、人材、財政等）の再構

築と、業務の継続的な改善・改革を進めていく必要性がますます高まっている。  

   そこで、本会において策定してきた中期運営計画（第１次：平成２１年度～平

成２３年度、第２次：平成２４年度～平成２７年度、第３次：平成２８年度～令

和元年度）の取り組みに人員計画及び財政計画を加え、中期経営計画として改称

し、保険者をはじめとした関係機関と長期的・継続的な信頼関係の構築及び質と

価値の高いサービスの提供を実現していくこととする。 

なお、今回策定する中期経営計画は、これまでの中期運営計画の取り組みを継  

承・発展させるものであることから、第４次中期経営計画とする。  

 

第２ 計画の期間 

   本計画の計画期間は、令和２年度から次回の国保総合システム等の機器更改

を迎える令和５年度までの４か年とする。 
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第３ 提供サービスの質の向上、顧客満足度の向上 

３－１ 審査の充実・強化 

【現状と課題】 

（１）少子高齢化に伴い、国民健康保険の財政運営が年々厳しさを増している中、将来

にわたり国民健康保険制度を持続可能なものとするため、医療費適正化に向けた取

り組みが急務となっている。 

      また、柔道整復療養費は受領委任を扱う施術管理者の要件が見直され、はり師、

きゅう師及びあん摩マッサージ指圧師の施術に係る療養費は受領委任契約により指

導監督の仕組みが導入され、療養費に係る不正請求の対策が充実・強化された。 

（２）平成２７年６月に閣議決定された規制改革実施計画において「診療報酬の審査の

効率化と統一性の確保」が盛り込まれ、審査支払機関改革等の方向性が示されたこ

とに伴い、国民健康保険団体連合会（以下「国保連合会」という。）と国保中央会は

平成２９年１０月に「国保審査業務充実・高度化基本計画」を取りまとめ、厚生労

働省及び支払基金の審査業務改革と一体となった取り組みの推進が示された。 

      本会は、審査基準の統一などが示されたこの｢国保審査業務充実・高度化基本計

画｣の実現に向け取り組む必要がある。 

 

【目  標】 

（１）医療費適正化に向けた取り組みを充実、強化する。  

（２）「国保審査業務充実・高度化基本計画」実現に向けた取り組みを推進、強化する。 

 

【目標に向けた具体的な取組】 

（１）医療費の適正化に向けた更なる取組 

① ＩＣＴの最大限の活用 

ア 目視での対応が困難な単月･縦覧・横覧・突合審査について、保険医療機関等

の請求傾向や審査結果などを参考に、精度の高い効果的なコンピュータチェッ

クを設定することにより、審査の適正化を図る。  

イ 国保中央会標準のコンピュータチェックで対応できない案件について、審査

支援システムにて本会独自のチェックルールを設定することで、審査の適正化

を図る。 

② 審査事務共助体制の強化 

専門性の高い内容のレセプト審査に対応するため、診療科別の審査体制導入に

向けた検討や請求点数に応じた事務共助体制の充実、強化を図る。  

③ 職員の資質の向上 

審査基準の統一に伴い、審査基準を審査委員会と共有する必要があり、医学的

知識も含めた審査業務を熟知した職員の育成が必要であることから、審査委員等

を講師とした職員研修を実施し、審査知識の習得を図る。  

 ④ 療養費審査の充実・強化 

既存の柔道整復療養費審査委員会はもとより、令和２年４月に設置したはり、

きゅう及びあん摩マッサージ指圧療養費審査委員会において、関係機関と調整し

ながら、より適正な審査を行うための体制を整備する。 
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（２）「国保審査業務充実・高度化基本計画」実現に向けた取組 

① 統一的なコンピュータチェックルールの設定  

           すでに実施しているＳランプ（算定ルール）の統一設定に引き続き、Ｖランプ

（医学的判断を伴うもの）についても全国国保連合会と統一した設定ができるよ

うにコンピュータチェック内容の精査を行う。 

また、国保中央会が取りまとめた全国国保連合会共通の審査基準のうち、可能

なものからコンピュータチェックに反映させる。  

         ② 審査基準の統一 

審査基準の全国統一化を推進するため、国保中央会が取りまとめた基準を採用す

るとともに、全国の取り決めに至っていない案件について審査の効率化、適正化の

更なる促進を図るため、群馬県の統一審査基準を充実させる。  

            ③ 診療報酬の適正な請求に資する支援 

コンピュータチェックルールが公開された際は直ちに関係機関に通知するとと

もに、審査により査定あるいは返戻になった場合の理由明確化については、適正な

請求につながる様式に変更するよう、国保中央会に働きかけを行うことで、診療報

酬の適正な請求に向けた支援を行う。 

また、保険医療機関等から審査結果の照会があった際は適切な回答ができるよう、

審査結果理由の確認を行うなど審査委員との連携を強化するとともに、保険医療機

関等の請求に疑義が生じた際は、注意文書を活用して適正な請求に向けた支援をす

る。 
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審査の充実･強化 

目標 

○ＩＣＴの活用 

 ・単月・縦覧・横覧・突合コンピュ 

ータチェックの活用 

 ・本会独自コンピュータチェックの

活用 

 

○事務共助体制の強化 

 ・診療科別の審査体制に向けた検討 

 ・請求点数別審査体制の充実・強化 

 

○職員資質の向上 

 ・専門知識の習得 

 

○療養費審査の充実強化 

 ・柔整審査会及びあはき審査会の体制 

の整備 

○統一的なコンピュータ 

チェックルールの設定 

 ・全国統一コンピュータチェックに向

けた精査 

 ・全国国保連合会共通審査基準をコン

ピュータチェックに反映 

 

○審査基準の統一 

 ・全国統一審査基準の設定と群馬県統

一審査基準の充実 

 

○適正な請求への支援 

 ・コンピュータチェックルールの公開 

 ・返戻、査定理由の明確化 

 ・審査結果の照会に対する対応 

 ・注意文書の活用 

目標 

医療費の適正化 
「国保審査業務充実・高度化 

基本計画」への取組 

具
体
的
な
取
組 

相互連携 

具
体
的
な
取
組 
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３－２ 保険者事務共同電算処理事業の推進 

【現状と課題】 

（１）国保中央会が開発した全国標準の国保総合システムをメインシステムとして共同

電算処理事業を実施していることから、本県独自事業の一部において保険者での確

認作業や修正作業が発生し、保険者の負担となっている。 

（２）現在実施している処理以外に、本会が共同処理として取りまとめて実施すること

により、保険者負担を軽減できる事業について、保険者のニーズを的確に把握する

必要がある。 

（３）近年保険者からの委託が増えておらず、共同処理の機能を最大限に活かせていな

い。 

未加入保険者等に対し積極的にメリットをアピールする必要がある。 

 

【目  標】 

（１）既存処理を抜本的に見直し保険者の負担を軽減する。 

（２）保険者ニーズに応える新たなサービスを提案する。  

 （３）積極的なＰＲにより保険者の加入を促進する。 

 

【目標に向けた具体的な取組】 

（１）既存処理の抜本的見直し 

既存処理の中で保険者の負担となっている処理を洗い出し、問題の解消に向けて

スケジュール等も含めて抜本的に見直し、保険者負担の軽減を図る。 

 （２）新たなサービスの提案 

現在提供している共同電算処理のメニュー以外に、多くの保険者が必要とするも

ので、本会で管理しているデータを活用することにより保険者負担が軽減できるも

のがないか調査し、新たな共同電算処理として提案していく。 

 （３）未加入保険者の加入促進 

定期的な説明会の開催や必要に応じた個別訪問等により、制度改正時の保険者側

のシステム改修に係る負担軽減等、共同電算加入のメリットをアピールし、未加入

保険者の加入を促進する。また、加入保険者においてもより多くの処理を委託して

もらうことにより、共同処理の機能を最大限に活かす。 
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３－３ 第三者行為損害賠償求償事務共同処理事業の充実・強化  

【現状と課題】 

   本来、保険者で負担する必要のない第三者行為に係る医療費等を求償することは、

保険者の医療費適正化対策において非常に有効であり、国民健康保険財政の安定化に

大きく寄与している。 

しかしながら、第三者行為損害賠償求償事務は専門的知識が必要とされることから、

保険者において求償額を回収するまでの事務を行うことは、非常に労力を要する。 

また、ペット咬傷や食中毒など損害保険へ加入がない第三者への直接求償の積極的

な取り組みについて、国から求められている。 

   本会としては保険者における円滑な事務処理の支援や課題の解決に向けて、第三者

行為損害賠償求償事務共同処理事業の充実・強化が必要である。 

 
   

 

【目  標】 

  保険者における新たな求償案件の掘り起こしや、抱えている問題などに対し、求償

額の確実な回収に繋がるような支援を積極的に実施する。 

  また、直接求償の実施に当たっては、保険者及び県と連携を図りながら適切な手順

を確立していく。 

  近年、人身事故件数は減少傾向にあるが、毎年の求償額５億円超を目標とする。 

 

【目標に向けた具体的な取組】 

① 巡回訪問の実施 

本会が提供している「第三者行為求償対象候補一覧表」の活用やレセプト点検、

関係機関との連携による新たな求償案件の掘り起こし方法の紹介や、担当者が抱

えている問題に対する助言など、円滑な事務処理の支援のための保険者訪問を実

施する。 
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② 保険者職員向け研修会の充実 

研修会の開催に当たっては、第三者行為損害賠償求償事務の専門性を考慮し、

初任者に対し解りやすい内容に努めるとともに、求償事例の紹介や専門講師によ

る講演など、実践的な知識も習得できるよう、研修内容の充実を図る。 

③ 直接求償事務の受託範囲拡大に伴う連携強化 

直接求償事務については、加害者との直接交渉もあり、求償額の確実な回収が

困難な案件が発生することも想定されることから、実施に当たっては保険者との

連携を強化しつつ対応する。 
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３－４  保険者ニーズに対応した各種事業の実施 

３－４－１ 事務処理の標準化及び共同処理の推進等に繋がる支援の充実・強化 

【現状と課題】 

事務処理の標準化及び共同処理の推進については、県が、国民健康保険の運営に

関する統一的な方針として策定した「群馬県国民健康保険運営方針」に位置付けら

れており、現在、「群馬県市町村国民健康保険連携会議」（以下「連携会議」という。）

において、県及び市町村等が意見交換や意見調整を進めているところである。 

     本会は連携会議の構成員でもあるため、保険者の共同目的達成機関としての存

在意義を示すためにも積極的に関わっていく必要がある。  

 

【目  標】 

連携会議に積極的に関わり、事務処理の標準化及び共同処理の推進に向けた支援

を充実させる。 

 

【目標に向けた具体的な取組】 

① 連携会議において、本会が共同事務処理を実施することにより、市町村の事

務負担やコストの軽減、事務処理の標準化及び広域化に繋がる事案が発生した

場合、実現に向けて調整・検討を行い、費用対効果も勘案した上で新たな支援

事業を実施する。 

② 制度改正及び様式変更等に伴う広報チラシの作成等、本会が県内共通の様式

にて共同印刷することにより、事務処理の広域化及び市町村の費用負担の削減

が見込まれる広報事業を実施する。 

 

 

３－４－２ 効果的・効率的なレセプト二次点検業務の実施 

【現状と課題】 

近年、国保被保険者数は減少を続けているが、医療技術の高度化や高齢化により、

一人当たりの医療費は高い水準であり、保険者の国民健康保険財政は依然として

厳しい状況である。保険者は国民健康保険財政の安定化のため、医療費適正化対策

の推進が求められており、本会としても保険者のレセプト点検に対する支援の強

化が必要とされている。 

 

【目  標】 

保険者の医療費適正化に寄与するため、保険者におけるレセプト点検に係る支援

を充実させる。 

 

【目標に向けた具体的な取組】 

レセプト二次点検業務については、一人当たりの財政効果額が向上することを目

指し、機械チェック等を活用した効果的・効率的な点検を実施する。 
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３－４－３ 収納率向上に向けた既存事業の見直し及び新たな収納対策の実施 

【現状と課題】 

本会では、保険者の国保税収納率向上に向け、県との共催により国保税収納率向

上アドバイザー派遣事業及び国保税収納率向上対策研修会を実施しているが、アド

バイザー派遣事業は派遣市町村が年間１～３市町村となっており、希望市町村が限

定的な状況にある。 

その一方、県内市町村の平均収納率は全国平均を上回っているものの差は縮まっ

ている傾向にあり、依然として国保税収納率向上対策は県内保険者共通の大きな課

題となっている。 

保険者からの負担金・手数料を財源として運営している本会としては、国民健康

保険財政の安定に寄与するため、より保険者のニーズに対応した効果的な収納率向

上に向けた支援が求められる。 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国保税収納率向上アドバイザー派遣事業実施状況 

区 分 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

派遣市町村数 ２ ３ ３ ２ １ 

 派 遣 回 数 ３ ４ ４ ４ ２ 

 

 

【目  標】 

     県及び市町村と連携して、保険者ニーズに対応した効果的な収納率向上対策を実

施し、保険者の収納率向上に繋げる。 

 

 

90.78

91.44

91.73 

92.25 

92.54 

90.42

90.95

91.45 

91.92 

92.45 

90.00

90.50

91.00

91.50

92.00

92.50

93.00

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

収納率（％）群馬県

収納率（％）全国

群馬県及び全国の収納率推移（市町村国保・現年度分）

【資料：「群馬県国民健康保険事業状況」を基に作成】

% 
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【目標に向けた具体的な取組】 

① 国保税収納率向上アドバイザー派遣事業及び国保税収納率向上対策研修会に

ついて、他都道府県国保連合会の事例及び市町村の意向等を踏まえ、共催先で

ある県を含めて調整した上で、より効果的な事業となるよう見直しを行う。 

② 外国人向けの収納対策及び口座振替の促進に向けた取り組み等、新たな収納

対策を提案し、「群馬県国民健康保険研究協議会」（以下「国保研究協議会」と

いう。）の専門委員会等で検討を行った上で実効性が見込まれるものから実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○他都道府県国保連合会の事例調査 

 ・アンケート調査の実施 

 ・先進国保連合会へのヒアリング 

○市町村の意向確認 

 ・国保研究協議会専門委員会での 

  意見交換 

 ・市町村への意見照会 

具体的な実施内容について県と調整 

令和２年度～ 

令和３年度～ 

既存事業の見直し及び新たな収納対策の実施 

○既存事業の見直し 

○新たな収納対策の実施 

※実施できるものから随時開始 
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３－５ 県及び市町村との連携強化 

【現状と課題】 

本県では、保険者相互間の事業運営上の諸問題について情報交換等を行い事業の健

全なる運営の向上を図ることを目的として昭和３５年度に国保研究協議会を設置して

おり、長年にわたり本会が事務局を担ってきた。 

その一方、平成３０年度からの国民健康保険制度改革に伴い、県は平成２７年度に

連携会議を設置し、国民健康保険制度の安定的な運営を目的として意見交換や意見調

整等を行うこととなった。 

国保研究協議会各専門委員会と連携会議各部会は、議題・協議結果を相互に共有し、

様々な案件に対して連携・調整を図ることとされているため、県及び市町村と恒常的

に良好な関係を築くためにも、県からの依頼等に対応し、連携を強化していくことが

求められる。 

 

国保研究協議会と連携会議の概要 

 国 保 研 究 協 議 会 連 携 会 議 

目  的 

国民健康保険に関する保険者相互間の事

業運営上の諸問題について情報の交換を

行いその実務を専門的に調査研究し、事

業の健全なる運営の向上を図ることを目

的とする。 

国民健康保険制度を安定的に運営して

いくため、群馬県、群馬県内市町村及び

群馬県国保連合会相互の連携が重要で

あり、意見交換や意見調整を行う。 

代  表 
代表幹事（市町村国保主管課長《互選》） 会長（群馬県国保援護課長） 

事 務 局 
群馬県国保連合会 群馬県 

委 員 会 
・部  会 

財政・税

(料)委員会 

給付 

委員会 

広報活動 

推進委員会 

保健事業 

推進委員会 
財政運営部会 事業運営部会 保健事業部会 

構 成 員 

群馬県国保援護課担当者、 

市町村国保担当係長又は国保担当者 

群馬県国保援護課長、 

市町村国保主管課長及び事務担当者、 

国保連合会事務局長及び担当課長等 

 

 

【目  標】 

国保研究協議会の役割を十分に発揮できるよう県との連絡・調整を積極的に図り、

県及び市町村との連携を強化する。 

 

【目標に向けた具体的な取組】 

国保研究協議会専門委員会において、通常の情報交換のほか、連携会議における協

議事項の事前調査や事務レベルでの意見交換、標準的な手順書や様式の作成等、県か

らの依頼等に基づく議題を取り扱うこととする。 

また、連携会議各部会での意見調整等が必要とされる事案が発生した場合は、県に

対して報告及び提案を行う。 
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連 携 会 議 
【  会    長  】 

（ 事務局：群馬県 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業運営部会  
 
・保険税水準の統一 

・赤字解消・削減 
・保険税の収納対策 
・保険給付の適正化 

・事務処理の標準化 
・共同事務処理の推進  など 

保健事業部会 
 

・保険税水準の統一 
・データヘルス計画を活用し 

た保健事業の推進 
・特定健康診査受診率・特定保 

健指導実施率の向上 

・糖尿病重症化予防 など 

財政運営部会 
 
・保険税水準の統一 

・納付金の算定方法 
・標準保険料の算定方法 
・財政安定化基金の運用 など 

国 保 研 究 協 議 会 
【 代 表 幹 事 】 

（ 事務局：群馬県国保連合会 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・専門的調査及び研究に関すること 
・保険者相互間における実務と情報 

の交換に関すること。 

・その他、国保研究協議会の目的達 
成に関すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財政・税（料）委員会 
 
・国保財政に関すること 
・国保税に関すること 

給付委員会 
 
・給付に関すること 

広報活動推進委員会 
 
・広報に関すること 

保健事業推進委員会 
 
・保健事業の推進に関すること 

【具体的な取組】 

・連携会議各部会協議事項の事前調査（意見集約） 

・事務レベルでの意見交換 

・事務手順書、様式、広報チラシ作成等の検討 

※連携会議各部会から依頼があった場合は適宜対応 

国保研究協議会各専門委員会と連携会議各部会の連携図 

 
 

 

議題・協議結果等の共有 

必要に応じて連携した対応 
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３－６  保健事業支援の充実・強化 

 ３－６－１ 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業の実施による保険者支援 

【現状と課題】 

保険者は、健康・医療情報を活用してＰＤＣＡサイクルに沿った効果的かつ効率

的な保健事業の実施を図るため、保健事業の実施計画（データヘルス計画）を策定

し、保健事業の実施評価を行うこととされた。第２期データヘルス計画（平成３０

年度～令和５年度）を策定した多くの保険者は、令和２年度には計画の中間見直し、

また、令和５年度には最終評価を実施するため、保険者における計画の見直し及び

評価について積極的に支援していく必要がある。 

 

データヘルス計画等のスケジュール 

 

 

 

【目  標】 

保険者のデータヘルス計画の見直し及び評価について、保健事業支援・評価委員

会等を活用して積極的に支援する。 

 

【目標に向けた具体的な取組】 

① 保険者のデータヘルス計画の円滑な推進を支援するために設置した保健事

業支援・評価委員会においては、データヘルス計画の見直し及び評価への支援

を継続して実施する。また、併せて保険者個別の保健事業に対する支援並びに

評価も実施する。 

② 保険者のＰＤＣＡサイクルに沿った効果的かつ効率的な保健事業を支援する

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

デ
ー

タ
ヘ
ル
ス
計
画

他
の
関
連
計
画

第１期計画

評価

策 定 第 ２ 期 計 画

中間見直し 評 価

策 定 第３期計画

策 定 特 定 健 診等 実施計画

評 価

健 康 増 進 計 画

策 定 介 護 保 険事 業（支 援 ）計画

策 定 都 道 府 県医 療費適正 化計画

評 価

評 価

評 価

【資料：「国保・後期高齢者ヘルスサポート事業ガイドライン」から抜粋、加工】 
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ため、国保データベースシステム（以下「ＫＤＢシステム」という。）を活用し

たデータの抽出を行うとともに、県と連携を図り必要な分析データ及び帳票等

を適宜保険者等へ提供する。また、保険者がＫＤＢシステムを有効活用できる

よう保険者個々の状況に応じた操作方法や活用事例を訪問して直接説明する支

援を継続して行う。 

③ 他部署、他職種（保健師等）との連携を視野に入れつつ関係機関と協働しな

がら、保険者ニーズに応じた研修会を実施する。  

④ 住民に対する健康づくりや健康相談等を在宅保健師「さちの会」のマンパワ

ーを活用して実施し、保険者における保健活動を継続して支援する。  

 

国保・後期高齢者ヘルスサポート事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料：「国保・後期高齢者ヘルスサポート事業ガイドライン」】 
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 ３－６－２ 特定健康診査・特定保健指導の実施率向上支援 

【現状と課題】 

県の特定健康診査・特定保健指導（以下「特定健診等」という。）目標実施率は、

群馬県医療費適正化計画（平成３０年度～令和５年度）において、特定健康診査

７０％以上、特定保健指導４５％以上とされていることから、その目標に向けて実

施率を向上させるため、効果的かつ効率的な支援事業を実施する必要がある。 

 

特定健診等実施率の状況 

 

※ 実施率については、市町村国保の平均値。（法定報告の数値） 

 

【目  標】 

特定健診等の実施率向上のための支援事業を継続して行い、県全体の底上げを目  

指す。 

 

【目標に向けた具体的な取組】 

① 特定健診等の実施率向上を支援するため、特定健診受診率向上支援事業、特

定保健指導利用勧奨事業等の保険者ニーズに応じた支援事業を継続して実施す

る。 

② 特定健診等を受診することの重要性等を周知するため、開催場所、実施回数

及び内容等を適宜見直し、効果的な周知事業を継続して実施する。 

 

 

 

 

 

 

39.6％ 40.3％ 41.1％ 41.3％ 41.4％

34.3％ 35.4％ 36.3％ 36.3％ 37.2％

13.3％ 13.0％ 13.6％ 14.0％ 14.7％

23.7％ 24.4％ 25.1％ 26.3％ 26.9％

0.0％

10.0％

20.0％

30.0％

40.0％

50.0％

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

特定健診 群馬県 特定健診 全国 保健指導 群馬県 保健指導 全国
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 ３－６－３ 糖尿病性腎臓病重症化予防に関する支援 

【現状と課題】 

人工透析の治療は、被保険者のＱＯＬ（生活の質）が低下するだけでなく、一人

当たり年間約５００万円の医療費が必要であり保険財政を圧迫する要因の一つとな

っている。県においては、平成３１年３月に「糖尿病性腎臓病重症化予防プログラ

ム」を策定、推進していることから、県と連携を図り、本会の強みを活かした糖尿

病性腎臓病重症化予防の支援を行っていく必要がある。 

 

【目  標】 

ＫＤＢシステムを用いてデータの抽出・分析を行う等、関係機関との連携を図り

ながら積極的に保険者等を支援する。 

 

【目標に向けた具体的な取組】 

県が策定した「糖尿病性腎臓病重症化予防プログラム」に沿って保険者が実施す

る各種事業に対し、ＫＤＢシステムを活用して地域の現状把握や事業対象者の抽出

等、事業の実施・評価に必要なデータを適宜提供するとともに、糖尿病性腎臓病重

症化予防を推進するために有益な研修会を県等の関係機関と連携を図りつつ開催す

る。 

また、保険者等の実施する糖尿病性腎臓病重症化予防事業に対して、保健事業支

援・評価委員会による支援を実施する。 

 

 

３－６－４ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施への支援  

【現状と課題】 

市町村においては、令和２年４月に施行された「医療保険制度の適正かつ効率的

な運営を図るための健康保険法等の一部を改正する法律」により、高齢者の特性で

あるフレイル状態になりやすいという課題に対応したきめ細やかな保健事業の実施

が求められていることから、「高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施」への支

援を行っていく必要がある。 

 

【目  標】 

ＫＤＢシステムを用いてデータの抽出・分析を行う等、関係機関と連携を図りな

がら積極的に市町村等を支援する。 

 

【目標に向けた具体的な取組】 

市町村が実施する高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施を推進するため、

ＫＤＢシステムを活用して国民健康保険、後期高齢者医療制度を含めた市町村単位

の健診・医療・介護に関する情報提供等、一体的実施に必要なデータを適宜提供す

るとともに、事業の企画立案・評価に関し有益な研修会を県及び後期高齢者医療広

域連合等の関係機関と連携を図りつつ開催する。  

また、後期高齢者医療広域連合が市町村に委託して行う高齢者保健事業に対して、

保健事業支援・評価委員会による支援を実施する。  
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３－６－５ 保険者協議会における事業の充実・強化 

【現状と課題】 

保険者協議会は、住民の健康増進と医療費適正化について、保険者横断的に同じ

意識をもって共同で取り組んでいくため、特定健診等の実施や高齢者医療制度の運

営等において、関係者間の連絡調整、医療費の調査分析等を行っていく必要がある。 

 

【目  標】 

県、医療保険の各保険者及び医療関係者と連携を図り、住民の健康増進と医療費

適正化について、研究機関等の幅広い関係者と課題や認識を共有し、行政と民間が

協力しながら、住民に働きかける取り組みを実現する。 

 

【目標に向けた具体的な取組】 

共同事務局である県と連携を図りながら、委員である医療関係者と調整を行い、

特定健診等の実施率の高い保険者の取組事例の共有や各種広報等の充実・強化を図

る。 

また、医療費適正化に関する保険者横断的な調査及び分析を実施し、保険者の保

健活動に活かせる事業を実施する。 

 

保険者協議会概要図 
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３－７ 介護・障害関係事業の充実・強化 

 ３－７－１ 県及び保険者（市町村）との連携強化 

【現状と課題】 

介護保険及び障害者総合支援は、共に毎年何らかの改正・改定が実施されている。

そのため、その都度、県及び保険者（市町村）と対応策や運用日程等についての  

協議や調整等を行い、通常とは異なる運用等が必要となる。  

 

  【目  標】 

県及び保険者との連携を強化し、制度改正や報酬改定に迅速かつ柔軟に対応でき

る体制作りを目指す。 

 

【目標に向けた具体的な取組】 

通常業務において、介護情報ネットワークシステムのダウンロード機能やメール

機能等を活用して、県及び保険者の各担当職員と情報の共有を図る。また、特別運

用や調整事項等が発生した際には、打合せや説明会の開催、介護情報ネットワーク

システムの電子会議機能を活用した調査等を実施するなど、迅速かつ柔軟に対応で

きる体制を構築する。 

 

 

 ３－７－２ 介護給付適正化の充実強化 

  【現状と課題】 

高齢化が進み、介護給付費が増大している中、介護保険制度の円滑な運営を持続

していくため、保険者には介護給付費の適正化事業の効率的・効果的実施が求めら

れている。 

 

【目  標】 

第４期群馬県介護給付適正化計画（平成３０年度～令和２年度）に掲げられてい

る適正化主要５事業及び重点１事業のうち、群馬県介護給付適正化計画の結果にお

いても、保険者が実施困難としている「介護給付適正化システム給付実績の活用」

及び「ケアプラン点検」について、支援の強化を図る。  

 

【目標に向けた具体的な取組】 

① 本会が保有する給付実績を基に介護給付適正化システムで作成した各種帳票

の特徴や活用方法（適正・不適正を判断するための視点）等について、説明会

等において周知することにより、保険者の効果的な適正化事業を支援する。  

② ケアプラン点検に活用可能なモニタリングシステムの各種機能や活用方法等

を説明会等において周知することにより、保険者が適正化事業を効率的・効果

的に実施できるよう支援する。 
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 ３－７－３ 苦情・相談事例を活用した保険者等支援の充実 

  【現状と課題】 

介護サービスの多様化により、利用者の介護サービスに対する要望・希望も増加

傾向にあり、それに伴い利用者からの苦情・相談内容も複雑化している。  

 

  【目  標】 

苦情・相談事例を分類し、傾向や本会での対応等を県及び保険者と情報を共有す

ることで、複雑化した苦情・相談に対処できるよう支援する。また、介護事業所等

にも本会で取り扱った苦情・相談事例等を周知することで、介護サービスの向上に

寄与することを目指す。 

 

【目標に向けた具体的な取組】 

① 保険者における苦情処理対応等に活用していただくため、実際に本会で取り

扱った苦情・相談事例等をまとめた苦情処理事例集を作成する。  

② 県及び保険者に対して苦情・相談事例等を報告する。  

③ 主に事業所向けに開催している苦情処理研修会において、実際に本会で取り

扱った苦情・相談事例や本会苦情処理委員会における具体的対応・助言等を周

知する。 

 

 

 ３－７－４ 障害者総合支援業務におけるエラー率減少への取組  

【現状と課題】 

障害福祉サービス費等の審査における本県のエラー率（件数及び金額）は全国的

に見ても低いが、台帳誤りによるエラーや障害福祉サービス等提供事業所による請

求誤りによるエラーが毎月発生している。このようなエラーを減少させるため、県

及び市町村への各種台帳情報整備の支援や障害福祉サービス等提供事業所への正確

な請求事務の支援を行い、更なるエラー率の減少を図り、円滑な審査支払事務を実

施する必要がある。 
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※ エラー率は、障害者総合支援関係各種定例報告（国保中央会）の集計結果を基に算出。 

 

 

【目  標】 

県及び市町村が行う各種台帳情報整備を支援するとともに、障害福祉サービス等

提供事業所へ正確な請求方法等を周知することで、台帳誤りや請求誤りによるエラ

ーを減少させ、県及び市町村の事務負担軽減に寄与する。 

 

【目標に向けた具体的な取組】 

① 随時導入される機能等について、説明会等において効果的、効率的な活用方

法及び台帳に起因するエラーの対応方法を継続的に示すことにより、県及び市

町村が行う各種台帳情報整備の支援を行う。  

② 制度改正等の内容についての周知を継続して行う。また、段階的に「警告」

から「エラー」に移行されるエラーコードや審査支払の流れ等を障害福祉サー

ビス等提供事業所に対し、説明会等において周知することにより、正確な請求

事務を支援する。 
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３－８ オンライン資格確認への対応 

【現状と課題】 

（１）医療保険の被保険者番号を個人単位化し、マイナンバー制度のインフラを活用し

て、転職・退職等により加入する保険者が変わっても個人単位で資格情報等のデータ

を一元管理することで、マイナンバーカードを健康保険証として利用できる「オンラ

イン資格確認」とマイナポータルによる特定健診情報の閲覧が令和３年３月から開始

される。さらに、令和３年１０月から審査支払機関においてレセプト振替・分割サー

ビス及び薬剤情報と医療費情報の閲覧が開始される。  

この制度の効果が最大限活かされるようシステム等を運用していく必要がある。  

（２）レセプト振替・分割サービスについては、処理の流れが大きく変更となることか

ら、システム運用作業の増加、審査事務共助期間の確保と保険者における過誤申出事

務への影響が課題となっている。 

 

【目  標】 

（１）保険者及び保険医療機関等への情報提供を積極的に実施し、円滑な制度施行に貢

献する。 

（２）オンライン資格確認に対応した審査支払事務及びシステム運用手順を確立し、保

険者の資格確認事務の負担軽減を図る。 

 

【目標に向けた具体的な取組】 

（１）情報収集及び提供 

国の動向や国保中央会によるシステム開発及び改修状況を的確に把握し、必要に

応じて説明会を開催するなど積極的に情報発信する。また、関係機関からの問合せ

に迅速に対応できるよう課題懸案を継続して整理していく。  

（２）保険者資格確認事務の軽減 

令和３年３月から、保険医療機関等において受診時にオンラインで資格確認が開

始され、令和３年１０月から、保険医療機関等での確認後に異動が届けられた場合

においても、審査支払機関で医療機関から提出されたレセプトを正しい保険者に振

替・分割を行い、さらに審査支払機関で振替・分割ができなかったレセプトについ

ても、効率的に過誤申出を行う過誤予約登録機能が追加される。そこで、オンライ

ン資格確認の効果が最大限活かせるよう、本会における資格点検を含めた審査支払

事務及びシステム運用手順を確立し、保険者における資格過誤事務の負担軽減に結

び付ける。 
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【資料：「国保総合システム担当者説明会」（国保中央会）の資料を加工して作成】 
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第４ 人員計画及び財政計画 

４－１ 策定の目的 

本会が将来にわたり事業を継続し安定した運営を行うため、人員計画及び財政計画を

策定する。 

人員計画については、保険者サービスの低下を招かぬよう、事業の継続性や人材育成 

等を考慮し、適正な職員配置及び計画的な採用を行うために策定する。 

財政計画については、第３で示した各事業を実施するに当たり、中期的な財政収支の 

見通しを立て、財政運営の健全性を確保するために策定する。 

 

 

４－２ 人員計画 

常勤する職員定員を管理するための計画である職員定員管理計画を本会における人員 

計画として、次のとおり策定する。 

 

【目  標】 

本会の事業を適切に行うとともに、保険者の厳しい財政状況を踏まえ、人件費を抑  

制するため、職員定員数を１１５人とする。 

目指すべき職員定員数に向けた人員計画として、年度別の職員定員数を次のとおり

とする。 

 

 

人員計画 
 

      

 

※ 職員定員数としては、常勤する職員（嘱託職員を除く）を対象とし、各年度の 

４月１日時点の人数。 

 

 

【目標に向けた具体的な取組】 

定年退職者の欠員補充を最小限に抑えることで、人員計画の達成を目指す。  

なお、社会情勢の変化や事務量の増減が考えられるが、本計画に沿った取り組みを

行いながらも弾力的な運用を行い、目標達成に向けて努力する。  

 

 

 

 

 

 

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

職員定員数 １１７人 １１６人 １１６人 １１５人 １１５人 
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４－３  財政計画 

４－３－１ 国保被保険者数及び診療報酬審査支払手数料の推移 

本県における国保被保険者数は、社会保険の適用拡大や後期高齢者医療制度への移 

行等の影響により年々減少している状況となっている。令和２年度以降、前年比３％

程度の減少率で推移すると、令和５年度には４１万人程度になると予想される。 

このように、国保被保険者数の減少は、本会の負担金及び国保診療報酬審査支払手 

数料の歳入減少に繋がるため、今後も懸念される状況である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※被保険者数・・・令和 2 年度までは各年度 4 月 1 日までの実績数値。 

                  令和 3 年度以降は令和元年度から令和 2 年度の伸び率（96.8656）から算出。 

※手数料・・・・・令和元年度までは実績数値。 

                令和 2 年度は 12 月までは実績、1 月から 3 月は見込額。 

令和 3 年度は予算額。 

令和 4､5 年度は令和 3 年度の予算額を基準にした見込額。 

 

４－３－２ 機器更改スケジュール 

令和２年度から令和５年度にかけて、全国標準システム及び本会独自システムの機

器更改スケジュールは以下のとおり。 

 

【前提条件】 

・全国標準システムについては、６～７年程度使用することを原則とする。 

・本会独自システムについても５年間の使用後、２年間の保守延長により７年間使

用を基本とする。 

・令和５年度には国保総合システム、国保情報集約システム及びＫＤＢシステムの

大規模な機器更改が予定されているため、令和４年度までに３システムの減価償

却引当資産の積立てをほぼ完了させておく必要がある。 

平成

27年度

平成

28年度

平成

29年度

平成

30年度

令和

元年度

令和

2年度

令和

3年度

令和

4年度

令和

5年度

被保険者数（人） 573,677 552,167 522,236 496,579 474,279 459,413 445,013 431,064 417,553

手数料（千円） 437,913 431,345 413,448 400,604 388,820 375,114 388,083 374,866 362,110

300,000

320,000

340,000

360,000

380,000

400,000

420,000

440,000

460,000

300,000

350,000

400,000

450,000
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550,000
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群馬県における国保被保険者数及び

診療報酬審査支払手数料の推移被保険者数 手数料

（千円）
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機器更改スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※令和２年度から令和５年度にて機器更改が予定されているシステムのみ記載。 
※ＫＤＢシステムについては、機器更改が２段階で実施されているため２段で記載。 
※計画策定時のスケジュールと令和２年度時のスケジュールを２段で記載。 

分類 システム名称 進捗

オンライン請求システム
策定時

R2年時

福祉医療費電子請求システム
策定時

国保総合外付けシステム（支援
2018システム）

策定時

R2年時

R2年時

電子帳票システム

オンライン資格確認システム

国保保険者ネットワークシステ
ム

策定時

R2年時

介護情報ネットワークシステム
策定時

全
国
標
準
シ
ス
テ
ム

国保総合システム
策定時

令和２年度

R2年時

国保情報集約システム
策定時

R2年時

策定時

R2年時

ＫＤＢシステム

策定時

データ集配信システム
策定時

R2年時

入退室管理システム
策定時

R2年時

R2年時

本
会
独
自
シ
ス
テ
ム

国保情報ネットワークシステム
策定時

R2年時

庁内系システム（文書管理、庁
内情報、インターネット）

策定時

R2年時

財務会計システム
策定時

R2年時

第三者行為求償事務システム
策定時

ＮＤＢ提供データシステム
策定時

R2年時

介護保険・障害者総合支援シス
テム

策定時

R2年時

策定時

R2年時

令和３年度 令和４年度 令和５年度

R2年時

R2年時
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４－３－３ 勘定別歳入歳出状況の見通し 

令和２年度は１２月までの実績額と１月から３月の見込額、令和３年度は予算額、

令和４、５年度は令和３年度予算額をベースに歳入歳出状況を試算したものである。 

全ての勘定において、前年度繰越金を歳入予算として計上することで収支均衡を図

っている。なお、繰越金は、過年度の実績を基に計上したものとなっている。 

令和５年度までは収支均衡が図れる想定ではあるが、今後の状況次第では令和５年

度以降に各種事業を実施するための必要額に見合う負担金及び国保診療報酬審査支払

手数料等とする必要がある。 

 次頁以降に、令和２年度から令和５年度までの勘定別歳入歳出状況の見通しを示す

こととする。 
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１ 一般会計 

 

 ・負担金は、令和元年度から令和２年度の被保険者数の伸び率で積算。 

・繰入金は、他勘定繰入金、並びに令和３年度にて機器更改に係る歳出を見込んでい

るため、減価償却引当資産の取崩し額を繰入金として計上。 

 
・人件費は、令和３年度以降同額を計上。 

・積立金のうち減価償却引当資産は、令和５年度までに必要額を積立完了見込み。 

 ・委託費及びその他の主なものは、令和３年度にて機器更改に係る経費を計上。 

 

 

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

繰越金 10,502 15,500 18,682 17,842

負担金 72,128 70,403 68,244 66,407

繰入金 174,548 218,947 203,900 203,900

その他 5,475 6,526 6,526 6,526

合計 262,652 311,376 297,352 294,675
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一般会計歳入見通し
（千円）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

人件費 69,064 93,134 93,134 93,134

積立金 18,631 8,136 6,064 8,145

委託費 12,234 19,179 12,364 12,364

その他 150,407 190,927 185,790 181,032

合計 250,335 311,376 297,352 294,675
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一般会計歳出見通し（千円）
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 ２ 国保業務勘定 

 

・手数料は、レセプト件数の減少見込みに伴い減額。 

・繰入金は、他勘定及び財政調整基金積立資産繰入金、並びに令和２年度から令和５年

度にて機器更改に係る歳出を見込んでいるため、減価償却引当資産等の取崩し額を繰

入金として計上。（令和５年度は国保総合システム等大規模機器更改予定。） 

 

・人件費は、人員計画に従い令和４年度から人件費抑制のため１名減額（新規職員採用

抑制）。 

・積立金のうち減価償却引当資産は、令和５年度までに必要額を積立完了見込み。 

 ・委託費及びその他の主なものは、令和２年度から令和５年度にて機器更改に係る経費 

を計上。 

 

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

繰越金 44,670 22,658 39,152 38,882

手数料 766,236 777,592 747,396 732,252

繰入金 84,830 212,633 229,642 484,243

その他 82,701 105,722 94,710 94,070

合計 978,437 1,118,605 1,110,900 1,349,447
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国保業務勘定歳入見通し（千円）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

人件費 238,345 262,200 258,463 258,463

積立金 198,309 186,773 222,217 137,384

委託費 266,570 282,719 262,798 324,695

その他 252,554 386,913 367,422 628,905

合計 955,778 1,118,605 1,110,900 1,349,447
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国保業務勘定歳出見通し（千円）



- 29 - 

 

３ 後期業務勘定 

 

・手数料は、レセプト件数の増加見込みに伴い増額。 

 ・繰入金は、財政調整基金積立資産繰入金のほか、令和２年度、令和３年度及び令和５年

度にて機器更改に係る歳出を見込んでいるため、減価償却引当資産の取崩し額を繰入

金として計上。 

 

・人件費は、令和３年度以降同額を計上。 

・積立金のうち減価償却引当資産は、令和５年度までに必要額を積立完了見込み。 

 ・委託費及びその他の主なものは、令和２年度、令和３年度及び令和５年度にて機器更

改に係る経費を計上。 

 

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

繰越金 12,941 14,678 28,945 29,873

手数料 693,671 762,809 784,101 808,614

繰入金 43,063 47,202 38,142 149,006

その他 3,161 2,331 2,331 2,331

合計 752,837 827,020 853,519 989,824
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後期業務勘定歳入見通し（千円）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

人件費 251,207 267,737 267,737 267,737

積立金 58,363 102,807 131,214 142,035

委託費 172,177 167,902 162,216 199,522

その他 256,411 288,574 292,352 380,530

合計 738,158 827,020 853,519 989,824
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後期業務勘定歳出見通し（千円）
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４ 健診業務勘定 

 

・手数料は、レセプト件数の増加見込みに伴い増額。 

・繰入金は、財政調整基金積立資産繰入金のほか、令和２年度及び令和３年度にて機器

更改に係る歳出を見込んでいるため、減価償却引当資産の取崩し額を繰入金として計

上。 

 

・人件費は、令和３年度以降同額を計上。 

・積立金のうち減価償却引当資産は、令和５年度までに必要額を積立完了見込み。 

・委託費及びその他の主なものは、令和２年度及び令和３年度にて機器更改に係る経費

を計上。 

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

繰越金 14,846 12,057 10,130 10,223

手数料 77,932 182,640 181,527 180,465

繰入金 7,881 7,862 12,785 18,153

その他 117 49 36 36

合計 100,776 202,608 204,478 208,877
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健診業務勘定歳入見通し
（千円）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

人件費 11,465 17,941 17,941 17,941

積立金 18,295 31,114 33,468 35,542

委託費 43,300 121,092 120,884 120,884

その他 15,659 32,461 32,185 34,510

合計 88,719 202,608 204,478 208,877
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健診業務勘定歳出見通し
（千円）
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５ 介護業務勘定 

 

・手数料は、レセプト件数の増加見込みに伴い増額。 

・繰入金は、財政調整基金積立資産繰入金のほか、令和２年度及び令和３年度にて機器

更改に係る歳出を見込んでいるため、減価償却引当資産の取崩し額を繰入金として計

上。 

 

・人件費は、令和３年度以降同額を計上。 

・積立金のうち減価償却引当資産は、令和５年度までに必要額を積立完了見込み。 

・委託費及びその他の主なものは、令和２年度及び令和３年度にて機器更改に係る経費

を計上。 

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

繰越金 17,497 15,627 15,852 15,988

手数料 178,126 186,747 192,368 198,486

繰入金 13,404 13,880 9,711 19,237

その他 10,163 10,211 10,471 10,471

合計 219,189 226,465 228,402 244,182
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介護業務勘定歳入見通し
（千円）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

人件費 73,745 79,370 79,370 79,370

積立金 20,778 23,018 28,246 43,997

委託費 33,928 30,966 28,928 28,928

その他 73,802 93,111 91,858 91,887

合計 202,253 226,465 228,402 244,182
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介護業務勘定歳出見通し
（千円）
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６ 障害業務勘定 

 

・手数料は、レセプト件数の増加見込みに伴い増額。 

・繰入金は、財政調整基金積立資産繰入金のほか、令和３年度にて機器更改に係る歳出

を見込んでいるため、減価償却引当資産の取崩し額を繰入金として計上。 

 

・人件費は、令和３年度以降同額を計上。 

・積立金のうち減価償却引当資産は、令和５年度までに必要額を積立完了見込み。 

・委託費及びその他の主なものは、令和３年度にて機器更改に係る経費を計上。 

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

繰越金 1,871 1,569 5,933 6,581

手数料 46,180 53,581 57,087 60,970

繰入金 1,001 3,538 2,145 5,710

その他 201 645 645 649

合計 49,253 59,333 65,810 73,910
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障害業務勘定歳入見通し
（千円）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

人件費 11,264 14,788 14,788 14,788

積立金 4,414 4,319 11,993 18,960

委託費 6,753 6,448 5,816 5,816

その他 25,253 33,778 33,213 34,346

合計 47,683 59,333 65,810 73,910
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障害業務勘定歳出見通し
（千円）
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７ 福祉業務勘定 

 
・手数料は、レセプト件数の減少見込みに伴い減額。 

・繰入金は、財政調整基金積立資産繰入金のほか、令和２年度、令和３年度及び令和５年

度にて機器更改に係る歳出を見込んでいるため、減価償却引当資産の取崩し額を繰入

金として計上。 

 

・人件費は、令和３年度以降同額を計上。 

・積立金のうち減価償却引当資産は、令和５年度までに必要額を積立完了見込み。 

・委託費及びその他の主なものは、令和２年度、令和３年度及び令和５年度にて機器更

改に係る経費を計上。 

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

繰越金 16,842 16,792 18,963 15,728

手数料 242,338 283,858 269,564 257,243

繰入金 28,221 78,131 25,548 112,965

その他 918 489 489 488

合計 288,319 379,270 314,564 386,424
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福祉業務勘定歳入見通し（千円）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

人件費 95,461 99,107 99,107 99,107

積立金 45,721 86,091 52,302 43,069

委託費 97,926 142,941 119,623 144,924

その他 32,419 51,131 43,532 99,324

合計 271,527 379,270 314,564 386,424
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福祉業務勘定歳出見通し
（千円）
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４－３－４ 負担金・手数料単価の見通し 

勘定別歳入歳出状況の見通しより、各単価については、原則として令和４年度まで

は据え置くことを想定しているが、令和５年度以降も、国保被保険者数減少に伴う負

担金及び国保診療報酬審査支払手数料等の減少が見込まれるため、各種事業を実施す

るための必要額に見合う単価とする。 

 

 

４－３－５ 積立金状況の見通し 

勘定別歳入歳出状況の見通しより、令和５年度までの各種積立金の積立状況の見通

しは以下のとおり。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（円）

勘定名 負担金・手数料 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

一般会計 負担金（被保険者割） 136 136 136 136

国保業務勘定 国保診療報酬審査支払手数料 56 56 56 56

後期業務勘定 後期高齢者医療審査支払手数料 70 70 70 70

健診業務勘定
特定健診等データ管理システム
手数料 284 284 284 284

介護業務勘定
介護保険給付費及び総合事業費
審査支払手数料 56 56 56 56

障害介護給付費等審査支払手数料

障害児給付費審査支払手数料

福祉業務勘定
福祉医療費審査支払手数料
（併用分） 48 48 48 48

負担金・手数料単価の見通し

150 150 150 150障害業務勘定

財政調整基金

積立資産

退職給付

引当資産

減価償却

引当資産

電算処理シス

テム導入作業

経費積立資産

ＩＣＴ等

積立資産

運営資金

積立金

令和2年度末 111,177 524,418 637,030 38,614 0 326,956

令和3年度末 141,981 501,311 686,734 55,617 0 328,542

令和4年度末 163,638 524,792 874,613 32,091 0 330,128

令和5年度末 139,796 523,907 564,339 7,488 0 331,714
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各種積立金見通し（千円）
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・財政調整基金積立資産 

  事業運営上の不測の事態による収入減を補填し、財政の安定を図るための積立金であ

り、手数料収入の１０％を上限（必要額）とするもの。 

令和２年度から令和５年度は、毎年増額傾向で推移し、令和５年度末時点では、手数

料収入の７．８％程度の積立額となる見通しであるが、事業運営上の不測の事態への対

応が懸念される状況。 

 

・退職給付引当資産 

  退職金の支払準備のための積立金であり、翌年度以降５年以内の退職者への退職金要

支給額の５分の１相当額を上限（必要額）とするもの。 

  令和２年度から令和５年度は、毎年増額傾向で推移し、令和５年度末時点では、必要

額の７７％程度の積立額となる見通しであるが、退職金要支給額不足への対応が懸念さ

れる状況。 

 

・減価償却引当資産 

将来の固定資産の更改に要する費用に充てるための積立金であり、定額法又は定率法

（本会は定額法を採用）により算出した減価償却費相当額を上限（必要額）とするもの。 

過年度に財源不足のため必要額まで積立てできなかった金額は、令和２年度以降に積

立てが可能であり、令和５年度に予定している大規模な機器更改を迎えるまでには、必

要額の積立てが完了する見通し。 

  

・電算処理システム導入作業経費積立資産 

次回の電算処理システムの更改に伴う導入作業経費に充てるための積立金であり、現

行の電算処理システムに要した導入作業経費相当額を上限（必要額）とするもの。 

令和２年度から令和５年度は、毎年必要額を積み立てることが可能である見通し。 

 

・ＩＣＴ等積立資産（ＩＣＴ等を活用した審査支払業務等の高度化・効率化のための積立

資産） 

 ＩＣＴやＡＩを活用したコンピュータチェックの導入等による審査支払業務等の更

なる高度化・効率化の取り組みに充てるための積立金であり、手数料収入の３０％を上

限とするもの。 

   今後、国等から具体的な内容が示された時点、又は本会独自にて審査支払業務等の高

度化・効率化に対応するための取り組みを開始する時点で積立てを開始する予定。 

 

・運営資金積立金 

  財政の健全性を確保し、事業の円滑な運営を図るための積立金。 

 

   

 

 

 

 



- 36 - 

 

人材育成 
 

 

第５ 組織運営の健全化 

５－１ 人材育成 

【現状と課題】 

現在、本会では審査支払における国保総合システムや介護保険審査支払等システム、

特定健診等における特定健康診査・特定保健指導データ管理システム、健診、医療、

介護データを使用したＫＤＢシステム等、業務全般にわたって数多くのシステムを保

有している。 

今後、審査支払業務の効率化・高度化に対応するためには、急速に進展しているＩ

ＣＴに対応するための能力が必要であり、また、保険者が策定するデータヘルス計画

等において本会が支援するためにも医療費等データを分析・評価するための能力が必

要となる。 

 

【目  標】 

ＩＣＴを使いこなすことが出来る人材及びデータ分析・分析結果の判断が出来る人

材を育成する。 

 

【目標に向けた具体的な取組】 

職員に対して、ＩＣＴ研修、データ分析研修を実施し、必要な知識や能力を身に付

けるとともに、各階層別での必要能力に応じた研修も併せて実施する。 

 

階層 必要能力 実施内容 

管
理
職 

・ＩＣＴマネジメント 

・情報分析、判断力 

・経営能力 

・マネジメント 

 

 

監
督
職 

・ＩＣＴの利活用 

・情報分析、判断力 

・人材育成力 

・職務遂行能力 

 

 

一
般
職 

・ＩＣＴの利活用 

・情報分析力 

・課題解決 

・職務遂行能力 

 

 

応 
 

 

用 

基 
 

 

礎 

ＩＣＴ研修 

応 
 

 

用 

データ分析研修 

基 
 

 

礎 

上
級
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管
理
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５－２  運営コストの見直し 

【現状と課題】 

   毎年度の予算編成において、すべての事業について必要性や費用対効果を検証し、

ゼロベースの視点に立った見直しを行っている。  

その際には、限られた財源で最大の効果を発揮するために、必要性が低くなってい

る事業や内容が重複・類似する事業、費用対効果が低い事業などについては、積極的

な廃止・縮小を図っている。また、予算執行時においても価格交渉をし、できる限り

の経費削減を図っている。 

本会としては、引き続きコストを見直すことで可能な限り無駄を省き、保険者サー

ビスの品質を維持・向上し、最大の効果を上げることが求められている。 

さらに、保険者の財政状況を鑑み、本会における財政見通しを保険者に提示するこ

とが求められている。 

 

【目  標】 

（１）コストの見直しをすることで、新規事業及び既存事業の拡充を図り、保険者サー 

ビスを充実させる。 

特に、システム面において、可能な限り標準システムでの運用を可能とするよう 

職員の能力の向上を図るとともに、独自システムは必要最低限のものに抑えること

での管理コスト削減を図る。 

（２）本会における財政見通しを試算し、適正な負担金及び審査支払手数料等について

透明性を高める。 

 

【目標に向けた具体的な取組】 

（１）運営コストの見直し 

① 委託業務における内製化 

   歳出の大きな割合を占める委託費について、職員で可能な限り対応することで、

業務委託費を削減する。   

② 各種歳出の見直し 

 各種歳出について、無駄を見直し、適正な規模とする。 

③ 独自システム及びツールの削減 

独自システム及びツールでの対応を、可能な限り標準システムで対応するとと

もに、国保中央会に対し、標準システムの利便性の向上を継続的に要望してい

く。 

④ 職員の能力の向上による品質の確保 

各職員が制度に関する知識はもちろんのこと、ＩＣＴに関する知識を向上させ

ることにより、標準システムの不足を補い提供サービスの品質を確保する。 

（２）適正な負担金及び審査支払手数料等の算定 

   毎年度の予算編成時において、中長期的な財政見通しを試算し、適正な負担金及 

び審査支払手数料等を必要に応じて保険者に提示することとする。 
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５－３ 情報セキュリティの維持・改善 

【現状と課題】 

本会では、診療報酬、介護給付費等の審査支払、保健事業及び各種共同事業等を実

施しており、これらの業務では、個人情報を中心とする極めて重要な情報資産を数多

く取り扱っていることから、情報セキュリティの対策として情報セキュリティマネジ

メントシステム（ＩＳＭＳ）を構築し、国際規格であるＩＳＯ２７００１の認証を平

成２２年１月に取得している。この認証を継続するため、認証機関によるサーベイラ

ンス審査及び３年に一度の再認証審査を受けている。 

また、全国の国保連合会及び国保中央会が策定した「国保連合会・国保中央会のめ

ざす方向」等においても、全国的な動きとしてＩＳＯ２７００１の取得やセキュリテ

ィの取り組みが行われている。 

今後も保険者及び関係機関から信頼される事業運営を行うため、引き続きＩＳＯ 

２７００１の認証を継続し、情報セキュリティ基本方針に基づき実施する情報セキュ

リティの対策等をＰＤＣＡサイクルにより維持及び改善していく必要がある。 

 

【目  標】 

情報セキュリティの維持及び改善を行う。 

 

【目標に向けた具体的な取組】 

情報セキュリティの対策として取得しているＩＳＯ２７００１の認証を継続し、Ｉ

ＳＭＳの確立（Ｐ）、ＩＳＭＳの導入及び運用（Ｄ）、ＩＳＭＳの監視及び見直し（Ｃ）、

ＩＳＭＳの維持及び改善（Ａ）を繰り返すことにより、情報セキュリティの維持及び

改善を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＩＳＭＳにおけるＰＤＣＡサイクル 

ＩＳＭＳの確立 

ＩＳＭＳの導入及び運用 

ＩＳＭＳの監視及び見直し 

ＩＳＭＳの維持及び改善 

Do 
（実行） 

構築、維持、 

及び 

改善サイクル 

Action 
（改善） 

Plan 
（計画） 

Check 
（評価） 

・ＩＳＯ年間スケジュールの策定（4 月） 

・内部監査の実施及び評価（8～11 月） 

・サーベイランス審査及び再認証審査の 

実施（12 月） 

・マネジメントレビューの実施（12、1 月） 

・内部監査後の是正処置の実施 

（10 月） 

・審査後の指摘事項に対する 

見直し、改善（1～3 月） 

・ＩＳＭＳ勉強会の実施（6 月） 

・リスクアセスメントの実施 

（5～7 月） 
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５－４ 社会情勢の変化への対応 

【現状と課題】 

（１）本会では、緊急的な施策として実施された国の風しんに関する追加的対策に対応

するため、令和元年度から風しん対策業務を実施しており、今後も、国や県等の施

策に適切に対応する必要がある。 

 （２）近年、大規模災害が全国的に多く発生しているが、被災した状況下においても診

療報酬等の審査支払業務を遅滞なく円滑に行う必要がある。 

（３）国では労働基準法等が改正され「働き方改革」が推進されている。また、法定雇

用率に応じた障害者雇用者数を確保するため、障害者雇用率制度に対応する必要が

ある。 

 

【目  標】 

（１）国、県等の施策に対して適切に対応する。  

（２）「群馬県国民健康保険団体連合会業務継続計画」（以下「業務継続計画」という。）

を適切に運用する。 

（３）労働基準法の改正等に対応する。 

 

【目標に向けた具体的な取組】 

（１）国、県等の施策に関する情報収集を行い、業務内容の把握、財源や人員の確保等、  

組織体制を検討した上で、業務を実施する。  

（２）業務継続計画については引き続き運用を進め、災害時等に対応するため、業務継 

続計画の見直しを随時行う。 

また、災害等が発生して業務継続ができない場合は、「国民健康保険団体連合会等 

の災害時広域支援計画」に基づき、他都道府県の国保連合会、国保中央会と連携し、

診療報酬等の審査支払業務を遅滞なく円滑に行う。 

（３）「働き方改革」を含め新たな労働基準法の改正等については国等の動向を確認し、 

労働環境を整備する。 

また、法定雇用率に応じた障害者雇用者数を確保する。 
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第６ 計画の推進 

６－１ 推進体制 

本計画に掲げられた施策の着実な実行を確保するため、年１回、常務理事、事務局長、

課長及び室長を構成員とした中期経営計画推進会議を開催し、計画の進捗状況の管理と

事後評価等について責任をもって行う。また、各課横断的な施策については、複数課を

調整して整合的かつ効果的な実施を確保する。 

 

６－２ 計画の評価と修正・見直し 

中期経営計画推進会議は、年度毎に計画の成果を評価し、その結果を反映させるため、 

ＰＤＣＡサイクルをまわして計画の修正（必要なものは直ちに足し、不必要となったも

のは直ちにやめる等）を行い、計画目標の確実な達成に向けた取り組みを的確なものと

する。 

なお、保険者や本会を取り巻く環境は今後とも大きく変化していくことが想定される 

ことから、毎年度計画の検証を実施し、必要に応じて見直しを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画の検証及び 

再策定 

Plan（計画） 

 

各計画に基づき 

実行 

Do（実行） 

 

推進会議による 

進捗管理・評価 

Check（評価） 

 

評価結果の反映 

計画の見直し 

Action（改善） 

中期経営計画におけるＰＤＣＡサイクル 

計画目標の確実な 

達成に向けた取組 
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第４次中期経営計画の制定／改訂一覧 

 

版数 制定／改訂年月日 内容 承認者 備考 

初 版 令和２年４月１日 制定  理事長  

第２版 令和３年３月１２日 中期経営計画推進会議にお

ける決定内容に基づき、文言

の見直し、オンライン資格確

認への対応における令和２

年度の状況を踏まえた見直

し、財政計画における令和２

年度を踏まえた見直しを実

施。 

理事長  

 

 


